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改 正 前 改 正 後 

（期末手当）

第２８条 （略）

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の

１２７．５を乗じて得た額（一般職俸給表（一）の

適用を受ける教職員でその職務の級（職責調整手

当の支給を受ける教職員にあっては、その支給の

基礎となる標準級をいう。職責調整手当の支給を

受ける教職員が第４項の規定により役職段階加算

適用表又は管理職加算適用表を適用する場合及び

第３１条第５項の規定により準用する場合におい

て同じ。）が７級以上であるもの、専門業務職俸給

表の適用を受ける教職員でその職務の級が５級以

上であるもの、教育職俸給表の適用を受ける教職

員でその職務の級が５級以上であるもの、医療職

俸給表（一）の適用を受ける教職員でその職務の

級が７級以上であるもの及び医療職俸給表（二）

の適用を受ける教職員でその職務の級が６級以上

であるもののうち総長が指定する第一種及び第二

種の区分である教職員（以下「特定幹部教職員」と

いう。ただし、休職にされている教職員のうち第

３６条第１項に該当する教職員を除く。）にあっ

ては１００分の１０７．５を乗じて得た額）に、基

準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職

期間の次の表に掲げる区分に応じて、次の表に定

める割合を乗じ得た額とする。

在職期間 割合

６箇月 １００分の１００

５箇月以上６箇月未満 １００分の８０

３箇月以上５箇月未満 １００分の６０

３箇月未満 １００分の３０

（中 略） 

（期末特別手当）

第３２条 （略）

２ 期末特別手当の額は、期末特別手当基礎額に 

１００分の１６７．５を乗じて得た額に、基準日

以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間

の次の表に掲げる区分に応じて、次の表に定める

割合を乗じて得た額（当該在職期間におけるその

者の勤務成績が良好でない場合には、その額から

その者の勤務成績に応じ別に定める基準に従って

定める額を減じて得た額）とする。

在職期間 割合

６箇月 １００分の１００

５箇月以上６箇月未満 １００分の８０

３箇月以上５箇月未満 １００分の６０

３箇月未満 １００分の３０

（後 略） 

（期末手当）

第２８条 （同 左）

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の

１２０を乗じて得た額（一般職俸給表（一）の適用

を受ける教職員でその職務の級（職責調整手当の

支給を受ける教職員にあっては、その支給の基礎

となる標準級をいう。職責調整手当の支給を受け

る教職員が第４項の規定により役職段階加算適用

表又は管理職加算適用表を適用する場合及び第 

３１条第５項の規定により準用する場合において

同じ。）が７級以上であるもの、専門業務職俸給表

の適用を受ける教職員でその職務の級が５級以上

であるもの、教育職俸給表の適用を受ける教職員

でその職務の級が５級以上であるもの、医療職俸

給表（一）の適用を受ける教職員でその職務の級が

７級以上であるもの及び医療職俸給表（二）の適用

を受ける教職員でその職務の級が６級以上である

もののうち総長が指定する第一種及び第二種の区

分である教職員（以下「特定幹部教職員」という。

ただし、休職にされている教職員のうち第３６条

第１項に該当する教職員を除く。）にあっては  

１００分の１００を乗じて得た額）に、基準日以前

６箇月以内の期間におけるその者の在職期間の次

の表に掲げる区分に応じて、次の表に定める割合

を乗じ得た額とする。

在職期間 割合

６箇月 １００分の１００

５箇月以上６箇月未満 １００分の８０

３箇月以上５箇月未満 １００分の６０

３箇月未満 １００分の３０

（期末特別手当）

第３２条 （同 左）

２ 期末特別手当の額は、期末特別手当基礎額に 

１００分の１６２．５を乗じて得た額に、基準日以

前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間の

次の表に掲げる区分に応じて、次の表に定める割

合を乗じて得た額（当該在職期間におけるその者

の勤務成績が良好でない場合には、その額からそ

の者の勤務成績に応じ別に定める基準に従って定

める額を減じて得た額）とする。

在職期間 割合

６箇月 １００分の１００

５箇月以上６箇月未満 １００分の８０

３箇月以上５箇月未満 １００分の６０

３箇月未満 １００分の３０



 

 

別表第１～１１ （略） 

附 則 

 この規程は、令和４年６月１日から施行する。 

別表第１～１１ （同 左） 

 


